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要要  旨旨：現在の高等学校(全日制課程普通科)には，実に多様な支援ニーズのある生徒が在

籍している．しかしながら，高等学校における特別支援教育や校内支援体制は整備されて

いるとは言い難い状況にあるといえよう．2007 年度からの特別支援教育法制化により，

高等学校においても特別支援教育の推進が求められるようになって久しいが，設置種の違

いや設置学科の多様性，入学者選抜の実施なども作用し，義務教育段階と比べその校内支

援体制は十分とはいえない．本研究は，偏差値や 4 年制大学への進学率を限定することな

く調査を行い，包括的に高等学校の現況をとらえることを目的とした．高等学校における

特別支援教育や校内支援体制に関する研究を進めることは，高等学校全体の課題解決に資

すると考え，各高等学校の SENCO に対し，所属校における特別支援教育と校内支援体

制に関する現況調査を実施することにした． 
 
KKeeyy  WWoorrddss：： 高等学校，校内支援体制，発達障害，クラスター分析  

 
●  

ⅠⅠ．．ははじじめめにに  

 
 現在，高等学校における特別支援教育の一層

の推進が声高に指摘されており，特別支援教育

コーディネーター(以下 SENCO と略記)を中心

とした校内委員会の整備充実とともに，担任教

師が自らのクラスにおける特別なニーズのあ

る生徒への適切な支援を遂行することや，教科

担当教師による合理的配慮に基づく個に応じ

た支援とユニバーサルデザインによる授業つ

くりなどが期待されている．義務教育段階まで

通級・教育相談室・心療内科等に通っていた生

徒，ADHD・ASD・LD 等の発達障害(疑いを含

む)のある生徒，適応障害・気分障害・摂食障害・

緘黙症・不安症などの精神疾患のある生徒など，

現在の高等学校には，実に多様な支援ニーズの

ある生徒が在籍している．文部科学省の調査

(2012)9)では，高等学校における発達障害のあ

る生徒は約 2.2％が在籍しているとされ，東京

都教育委員会による実態調査(2016)15)において

も，文部科学省の報告と同様に約 2.2％の在籍

が示されている．その内訳は全日制課程で 1.2％，

定時制課程で 11.4％と課程による大きな差が指

摘されてはいるが，いずれの高等学校において

も多様な支援ニーズのある生徒が一定の割合で

在籍していることが明らかになった． 
しかしながら，高等学校における特別支援教

育や校内支援体制は整備されているとは言い

難い状況にある．その背景として，高等学校で

は権威システムや統制システムといわれるゼ

ロ・トレランス指導の下，「ぶつからず」「説明

しやすい」ことを重視し，生徒指導内規や教務

内規にある一定の基準を媒介にして生徒や保

護者と関わっており，これらの高等学校のシス

テムについて，喜入(2007)4)や吉田(2007)18)は批

判的に述べている．内野・高橋(2006)17)も，高

等学校における進級や卒業に関わる単位認定

について特別な配慮はなされておらず，教員の

発達障害等に対する理解と専門性の低さを指
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摘している．藤井・細谷(2012)1)や水谷・大谷

(2015)8)は，高等学校において SENCO が効果

的に活用されていないことを指摘しており，田

口・橋本(2015)13)は発達障害や精神疾患のある

生徒への対応について，高等学校の教員は十分

に学ぶ機会が提供されていないことを指摘し

ている．2007 年度からの特別支援教育法制化

により，高等学校においても特別支援教育の推

進が求められるようになって久しいが，設置種

の違いや設置学科の多様性，入学者選抜の実施

なども作用し，義務教育段階と比べその校内支

援体制は十分であるとは言い難い． 
上述の通り，高等学校の特別支援教育と校内

支援体制の整備の全般的な遅れが指摘される

中で，藤原・河村(2014)2)は 4 年制大学への進

学率を基に「進学校」，「進路多様校」，「非進学

校」の 3 つに分けた分析を報告している．その

中で，「非進学校」の生徒の課題が特に大きい

ことを述べている．田口ら(2009)14)も，低学力

校と回答した高等学校では，発達障害やメンタ

ルヘルス等に起因する不適応への支援が課題

であることを指摘しており，三浦ら(2017)6)も

低学力と回答した高等学校では発達障害や精

神的不調等の支援のニーズが高いことを鑑み，

偏差値 50 未満に区分した高等学校への調査を

実施している．支援ニーズの高い生徒らは，中

学校生活において，発達障害や精神疾患等に起

因する不適応を起こしていた場合，内申点が取

れず欠席日数が増えてしまった結果，非進学校

に入学していることが考えられる．一方で，進

学校に着目した田部(2011)12)は，私立中高一貫

校の進学校について調査報告をしており，校内

委員会の設置や教員研修の実施など，校内支援

体制が整備され機能している事例を報告して

いる． 
本研究は，偏差値や 4 年制大学への進学率を

限定することなく調査を行い，包括的に高等学

校の現況をとらえることを目的とした．高等学

校における特別支援教育や校内支援体制に関

する研究を進めることは，高等学校全体の課題

解決に資すると考え，各高等学校の SENCO に

対し，所属校における特別支援教育と校内支援

体制に関する現況調査を実施することにした． 
 

● 
ⅡⅡ．．方方法法  

 
１１．．調調査査期期間間  

2019 年 7 月～2019 年 9 月に実施． 

２２．．調調査査対対象象  

1 都 5 県(東京都・神奈川・千葉・埼玉・山梨・

群馬県)の公私立高等学校普通科1028校につい

て， 各都県でナンバリングを施し，乱数表を

用いて単純無作為抽出を行った．尚，標本数は

500 校とした．162 校から返送があり(回収率

32.4％)，調査項目に回答していない回答者を除

いた 161 名の回答を分析対象とした． 
 

３３．．調調査査方方法法  

本研究は学校長宛に研究目的と調査の内容

を記した依頼状を送付し，各校の SENCO への

質問紙配布と実施を依頼した．調査を行うにあ

たって，依頼状の提示により研究の実施および

研究発表の許可を得た． 
  

４４．．調調査査内内容容  

調査内容は，伊藤(1997)3)の示した学校組織

における教員相談体制の調査研究を基に，多様

な支援ニーズのある生徒への校内支援体制の

現況，SENCO の意欲，保護者・出身中学校・

専門職支援者との連携に関する質問 18 項目を

設定した．尚，回答は，「1.まったくあてはまら

ない」「2.あてはまらない」「3.どちらともいえ

ない」「4.あてはまる」「5.とてもあてはまる」

の 5 件法で行った．これら以外にフェイスシー

トで，SENCO の研修受講歴について「①連絡

協議会に加え SENCO としてスキルアップす

るための研修に参加したことがある」「②

SENCOの連絡協議会には半分以上参加してい

る」「③校務の関係上研修に参加することが難

しい状況にあり連絡協議会にほとんど参加で

きていない」「④その他」の 4 件法，SENCO
の職務に対する自己評価について「①自信をも

って SENCO の職務に取り組めている」「②自

信はないが前向きに SENCO の職務に取り組

めている」「③SENCO の職務に対して不安が

ある」の 3 件法，校内の風土や雰囲気について

「①多様な問題に対し教員が一丸となって取

り組む風土や雰囲気がある」「②多様な問題に

対しそれぞれの教員が前向きに取り組んでい

るが協力体制は弱いと感じる」「③多様な問題

に対し協力的な風土や雰囲気は感じられない」

の 3 件法，特別支援教育に熱心な担任の割合に

ついて「①20％未満」「②20.1～40％」「③40.1
～60％」「④60.1～80％」「⑤80.1～100％」の 5
件法，4 年制大学進学率(藤原・河村，2014)2)に

ついて「①20%未満」「②20%～80%」「③80%
以上」の 3 件法，入学時偏差値「①40%未満」「②
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40~49」「③50~59」「④60～69」「⑤70 以上」「⑥

その他」の 6 件法とし，以上の 6 項目について

回答を求めた． 
  

５５．．倫倫理理的的配配慮慮  

調査の依頼状において，本研究への協力と質

問紙への回答は自由意志であること，得られた

情報は研究の目的以外に使用しないこと，個

人・学校が特定されないようにすることを明記

した．本研究への協力と研究発表については，

対象学校の SENCO から承諾を得た上で，個人

情報に十分留意し倫理的配慮を行った．なお本

研究は，東京学芸大学研究倫理委員会の承認

(152)を得たものである． 
 

６６．．分分析析方方法法  

質 問 紙 調 査 の 回 答 に つ い て は ，

HADver.15(小宮・布井 2018)5)を用いて，因子

分析(最尤法，プロマックス回転)・クラスター

分析(Ward 法)・カイ 2 乗検定(独立性の検定)
および残差分析を行った． 
 
● 
ⅢⅢ．．結結果果  

  

１１．．フフェェイイススシシーートトににつついいてて  

回答のあった 162 校の SENCO のうち，フェ

イスシート項目に記入漏れのあった1名を除外

し，有効回答数を 161 とし，Table 1 を作成し

た．SENCO の研修受講歴では，連絡協議会に

加えスキルアップ研修を受けていると回答し

た SENCO は 51.6％と最も多く，地区の連絡協

議会にほとんど参加していると回答した

SENCO(25.5％)も合わせると 77.1％となり，

本調査の回答者は研修会への参加率が高いこ

とがうかがえる．SENCO の職務に対する自己

評価は，自信をもって SENCO の職務に取り組

めていると回答した SENCO(11.2％)と，自信

はないが前向きに SENCO の職務に取り組め

ていると回答した SENCO(64.0%)を合わせる

と(75.2％)となり，本調査の回答者は SENCO
業務に前向きに取り組んでいる割合が高いと

いえる．校内の風土や雰囲気は，「多様な問題

に対しそれぞれの教員が前向きに取り組んで

いるが協力体制は弱いと感じる」と回答した

SENCO(55.9%)が最も多かった．また，校内に

おける特別支援教育に熱心な担任の割合につ

いては，20%未満と回答した SENCO(46.6%)
が最も多かった．藤原・河村(2014)2)が示した 4
年生大学への進学率では，進路多様校からの回

答(49.1％)が最も多く，偏差値では 40~49 の学

校群からの回答(36.6％)が最も多かった． 
 

２２．．選選択択式式質質問問 1188 項項目目ににつついいてて  

 回答のあった 162 校の SENCO のうち，選択

式質問項目に記入漏れのあった 1 名を除外し，

有効回答数を 161 とし，各質問項目の平均およ

び標準偏差を算出し，Table 2 を作成した． 
Table 2 では，「Q4 発達障害・精神疾患(疑い

を含む)について，医学的・心理教育的な知識を

スキルアップ
研修も参加

コーディネーター

連絡会
半分以上参加

コーディネーター

連絡会
半分以上参加

参加
できていない

計

研修受講歴 83 41 26 11 161

51.6% 25.5% 16.1% 6.8% 100%

自信あり 前向き 不安 計

職務に対する自己評価 18 103 40 161

11.2% 64.0% 24.8% 100%

協力体制強い 協力体制弱い 協力体制ない 計

校内風土・雰囲気 67 90 4 161

41.6% 55.9% 2.5% 100%

20％未満 20.1～40% 40.1～60 60.1～80 80.1～100 計

75 31 28 8 19 161

46.6% 19.3% 17.4% 5.0% 11.8% 100%

非進学校 進路多様校 進学校 計

進学率 34 79 48 161

21.1% 49.1% 29.8% 100%

40未満 40～49 50～59 60～69 70以上 計

偏差値 18 59 50 27 7 161

11.2% 36.6% 31.1% 16.8% 4.3% 100%

特別支援教育に熱心な
担任の割合

TTaabbllee  11  フフェェイイススシシーートト結結果果  
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学ぶ研修に参加したいと思う」，「Q5 発達障

害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒に対応す

るための技術について研修を受けたいと思う」

の質問項目の平均値が 4.0 以上であり，本調査

の回答者は研修意欲の高い SENCO が多いと

推測できる．また「Q11 校内の多くの教員は，

ＳＣやＳＳＷなど，専門職支援者の必要性を感

じている」の質問項目も平均が 4.0 以上であっ

た．これは，教員だけでは対応できないケース

を抱えている学校が多いこと，もしくは専門職

支援者しか頼れないという状況を示している

可能性がある．一方で，「Q9 校内の多くの教員

は，発達障害・精神疾患(疑いを含む)のある生

徒の支援に関する研修を受けたいと思ってい

る」の質問項目は平均が2.99と3.0を下回った．

これは，SENCO が，多くの教員の研修意欲が

低いと感じていることを示している．また，

「Q18 特別支援教育の対象となる生徒の多く

は，出身中学校からの引継ぎがある」の質問項

目も 2.70 と 3.0 を下回っており，中学校との

連携についても十分ではないと感じているこ

とを示している．ただし，この項目については

標準偏差が 1.13 と最も大きいことから，学校

間で差がみられることに留意しておきたい． 
 
 

TTaabbllee  22  選選択択式式質質問問 1188 項項目目((平平均均・・標標準準偏偏差差))  

質問内容 平均 標準偏差

Q1
校内の発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒についてケース会議
を開催している。

3.63 1.16

Q2
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒に関する教員向け校内
研修会を，スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの
専門職支援者と協力して開催している。

3.54 1.29

Q3
特別支援教育コーディネーターの職務内容である，管理職との連絡調整役
や，校内支援体制づくりに苦労している。

3.45 1.06

Q4
発達障害・精神疾患（疑いを含む）について，医学的・心理教育的な知識
を学ぶ研修に参加したいと思う。

4.18 0.76

Q5
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒に対応するための技術につ
いて研修を受けたいと思う。

4.17 0.78

Q6
発達障害・精神疾患（疑いを含む）について高度な知識や技術が学べる研
修会や関連学会（有料）に参加したいと思う。

3.68 1.01

Q7
発達障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒へのキャリア教育の進め方に
関する研修を受けたいと思う。

3.94 0.91

Q8
校内の多くの教員は，発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒への
支援について，前向きに取り組んでいる。

3.38 0.83

Q9
校内の多くの教員は，発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒の
支援に関する研修を受けたいと思っている。

2.99 0.76

Q10
校内の多くの教員は，合理的配慮に基づいた学習指導を行い，発達障害・
精神疾患（疑いを含む）のある生徒に対し，単位を修得させる工夫を
している。

3.37 0.91

Q11
校内の多くの教員は，スクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーなど，専門職支援者の必要性を感じている。

4.02 0.82

Q12
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒への指導について，
担任学年では話し合いが持たれている。

3.93 0.85

Q13
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒が不登校や転退学などの
問題に陥った場合，担任を進んでサポートする教員が多いと感じる。

3.40 0.89

Q14
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒の様子について，授業
担当者（担任学年の教員以外）からも情報交換が行われている。

3.68 0.88

Q15
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒へのキャリア支援は，
保護者や進路指導部と連携して行われている。

3.09 0.99

Q16 管理職は特別支援教育に理解があり積極的である。 3.72 0.99

Q17 特別支援教育の対象となる生徒の保護者と上手く連携がとれている 3.41 0.84

Q18
特別支援教育の対象となる生徒の多くは，出身中学校からの引継ぎ
がある。

2.70 1.13
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３３．．選選択択式式質質問問 1188 項項目目にに関関すするる因因子子分分析析  

Table 1・Table 2 から，本調査に回答した

SENCO は，研修参加率や研修意欲，加えて前

向きに業務に取り組んでいる割合が高いこと

がわかった．そこで，選択式質問 18 項目のう

ちSENCOの意欲に関する質問項目である「Q4
発達障害・精神疾患(疑いを含む)について，医

学的・心理教育的な知識を学ぶ研修に参加した

いと思う」「Q5 発達障害・精神疾患(疑いを含

む)のある生徒に対応するための技術について

研修を受けたいと思う」「Q6 発達障害・精神疾

患(疑いを含む)について高度な知識や技術が学

べる研修会や関連学会(有料)に参加したいと思

う」「Q7 発達障害・精神疾患(疑いを含む)のあ

る生徒へのキャリア教育の進め方に関する研

修を受けたいと思う」の 4 項目を除き，校内支

援に関する 14 項目について因子分析(最尤法，

プロマックス回転)を行った．その結果，「Q3 
SENCOの職務内容である管理職との連絡調整

役や校内支援体制づくりに苦労している」は，

どの因子にも負荷量が小さかったので，この項

目を省く13項目で再度因子分析を行った結果，

以下の 4 因子が抽出された(Table 3)． 
第 1 因子は，「Q13 発達障害・精神疾患(疑い

を含む)のある生徒が不登校や転退学などの問

題に陥った場合，担任を進んでサポートする教

員が多いと感じる」「Q12発達障害・精神疾患(疑
いを含む)のある生徒への指導について，担任学

年では話し合いが持たれている」「Q14 発達障

害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒の様子に

ついて，授業担当者(担任学年の教員以外)から

も情報交換が行われている」「Q11 校内の多く

の教員は，SC や SSW など，専門職支援者の必

要性を感じている」「Q16 管理職は特別支援教

育に理解があり積極的である」など校内の支援

体制を意味する5項目は＜校内支援体制＞因子

と命名した． 
第 2 因子は，「Q8 校内の多くの教員は，発達

障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒への支

援について，前向きに取り組んでいる」「Q9 校

内の多くの教員は，発達障害・精神疾患(疑いを

含む)のある生徒の支援に関する研修を受けた

いと思っている」「Q10 校内の多くの教員は，

合理的配慮に基づいた学習指導を行い，発達障

害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒に対し，単

位を修得させる工夫をしている」など教員の協

力体制を意味する 3 項目は，＜教員協力体制＞

因子と命名した． 
第 3 因子は，「Q17 特別支援教育の対象とな

る生徒の保護者と上手く連携がとれている」

「Q18 特別支援教育の対象となる生徒の多く

は，出身中学校からの引継ぎがある」「Q15 発

達障害・精神疾患(疑いを含む)のある生徒への

キャリア支援は，保護者や進路指導部と連携し

て行われている」など，保護者や生徒の出身中

学校との連携を意味する 3 項目は＜保護者・中

学校連携＞因子と命名した． 
第4因子は，「Q1校内の発達障害・精神疾患(疑

いを含む)のある生徒についてケース会議を開

催している」「Q2 発達障害・精神疾患(疑いを含

む)のある生徒に関する教員向け校内研修会を，

SC や SSW などの専門職支援者と協力して開催

している」など，専門職支援者と連携してケー

ス会議等を開催していることを意味する 2 項目

は，＜専門職支援者連携＞因子と命名した． 
抽出された 4 因子のα係数は，＜校内支援体

制＞因子と＜教員協力体制＞因子は.700 以上

であり十分に高い値になった．＜保護者・出身

中学校連携＞因子と＜専門職支援者連携＞因

子についても.600 以上であった．因子間相関は

Table 4 の通りであり，水本・竹内(2008)7)が示

す効果量の指標と大きさの目安から，各因子そ

れぞれが中(Medium)から大(Large)の相関が

あると判断できる． 
 

４４．．因因子子をを用用いいたたククララススタターー分分析析  

Table 3・Table 4 の 4 因子を用いて，Ward
法によるクラスター分析を行ったところ，4 つ

のクラスターを抽出することができた(Table 5)．
これら 4 つのクラスターを Fig. 1 に示す．クラ

スター1(56 名)は，＜校内支援体制＞因子・＜

教員協力体制＞因子・＜保護者・中学校連携＞

因子・＜専門職支援者連携＞因子すべてがプラ

ス値であり，校内支援が拡充されている学校群

であるといえる．クラスター2(47 名)は，＜校

内支援体制＞因子・＜教員協力体制＞因子・＜

保護者・中学校連携＞因子はマイナス値である

が，＜専門職支援者連携＞因子はプラス値であ

り，SENCO もしくは担任が SC や SSW とい

った専門職支援者と連携している学校群であ

るといえる．クラスター3(46 名)は，＜校内支

援体制＞因子・＜教員協力体制＞因子・＜保護

者・中学校連携＞因子・＜専門職支援者連携＞

因子すべてがマイナス値であり，校内支援が不

十分である学校群であるといえる．クラスター

4(47 名)は，＜校内支援体制＞因子・＜教員協力

体制＞因子・＜保護者・中学校連携＞因子はプ

ラス値であるが，＜専門職支援者連携＞因子は
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マイナス値であり，専門職支援者との連携をせ

ず校内支援を行っている学校群であるといえる． 
 

５５．．カカイイ 22 乗乗検検定定((独独立立性性のの検検定定))おおよよびび残残差差分分析析  

Table 5 および Fig. 1 で示した各クラスター

と SENCO 属性との間に関連があるかを検討

項目 Factor1 Factor2 Factor3 Factor4 共通性

Q13
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒が不登校や
転退学などの問題に陥った場合，担任を進んでサポートす
る教員が多いと感じる。

.849 .162 -.168 -.125 .706

Q12 発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒への指導に
ついて，担任学年では話し合いが持たれている。

.732 -.207 .076 .156 .525

Q14
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒の様子につ
いて，授業担当者（担任学年の教員以外）からも情報交換
が行われている。

.686 -.037 .057 .013 .490

Q11
校内の多くの教員は，スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカーなど，専門職支援者の必要性を感じて
いる。

.335 .086 .066 -.006 .195

Q16 管理職は特別支援教育に理解があり積極的である。 .296 .200 .244 .077 .461

Q8 校内の多くの教員は，発達障害・精神疾患（疑いを含む）
のある生徒への支援について，前向きに取り組んでいる。

.047 .841 -.073 .069 .735

Q9 校内の多くの教員は，発達障害・精神疾患（疑いを含む）
のある生徒の支援に関する研修を受けたいと思っている。

-.086 .684 .070 -.026 .435

Q10
校内の多くの教員は，合理的配慮に基づいた学習指導を行
い，発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒に対
し，単位を修得させる工夫をしている。

.119 .417 .240 .033 .485

Q17 特別支援教育の対象となる生徒の保護者と上手く連携がと
れている

.003 -.031 .701 .091 .530

Q18 特別支援教育の対象となる生徒の多くは，出身中学校から
の引継ぎがある。

-.073 .048 .602 -.129 .303

Q15 発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒へのキャリ
ア支援は，保護者や進路指導部と連携して行われている。

.234 .034 .413 -.084 .326

Q1 校内の発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒につ
いてケース会議を開催している。

-.086 -.003 -.007 1.035 1.000

Q2
発達障害・精神疾患（疑いを含む）のある生徒に関する教
員向け校内研修会を，スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカーなどの専門職支援者と協力して開催し
ている。

.241 .099 -.147 .455 .334

因子寄与 3.84 3.42 2.93 2.16
α係数 .777 .760 .601 .667

TTaabbllee  33  因因子子分分析析結結果果  

TTaabbllee  44  因因子子間間相相関関  

校内支援
体制因子

教員協力
体制因子

保護者・
中学連携因子

専門職支援者
連携因子

校内支援
体制因子

1.000 .708 .580 .412

教員協力
体制因子

.708 1.000 .576 .301

保護者・
中学連携因子

.580 .576 1.000 .419

専門職支援者
連携因子

.412 .301 .419 1.000
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するため，フェイスシートの各項目についてカ

イ 2 乗検定(独立性の検定)および残差分析を行

った．結果を Table 6 に示す．はじめに，各ク

ラスターと SENCO の研修受講歴との間に関

連があるか検討するため，カイ 2 乗検定を行っ

たところ，両者の間に有意な関連が見られた(χ
²(9, n=161)=20.74,p<.05)．残差分析の結果，

クラスター1 の SENCO は，コーディネーター

連絡会にほとんど参加している(p<．005)人数

が有意に多く，クラスター3 の SENCO は研修

会にはほとんど参加していない(p<.005)人数が

有意に多かった． 
SENCO の職務に対する自己評価との間に関

連があるか検討するため，カイ 2 乗検定を行った

ところ，両者の間に有意な関連が見られた(χ²(6, 
n=161)=13.40,p＜.05)．残差分析の結果，クラス

ター1 の SENCO は，自信はないが前向きにと

りくんでいる(p<.005)人数が有意に多く，クラ

スター2 の SENCO は，自信をもって職務を行

っている(p<.005)人数が有意に多かった． 
校内の風土・雰囲気との間に関連があるか検

討するため，カイ 2 乗検定を行ったところ，両

者の間に有意な関連が見られた ( χ² (6, 
n=161)=44.10,p<.001)．残差分析の結果，クラ

スター1 の学校は，多様な問題に対し教員が一

丸となって取り組む風土や雰囲気がある(p<．
001)学校数が有意に多く，多様な問題に対しそ

れぞれの教員が前向きに取り組んでいるが協

力体制は弱いと感じる(p<.001)学校数が有意に

少なかった．クラスター2 の学校は，多様な問

題に対し教員が一丸となって取り組む風土や

雰囲気がある(p<.001)学校数が有意に少なく，

多様な問題に対しそれぞれの教員が前向きに

取り組んでいるが協力体制は弱いと感じる

(p<.001)に分類される学校数が有意に多かった．

クラスター3 の学校は，多様な問題に対し教員

が一丸となって取り組む風土や雰囲気がある

(p<.001)学校数が有意に少なく，多様な問題に

対しそれぞれの教員が前向きに取り組んでい

るが協力体制は弱いと感じる(p<.001)学校数が

有意に多かった． 
特別支援教育に熱心な担任の割合区分との間

に関連があるか検討するため，カイ 2 乗検定を

行ったところ，両者の間に有意な関連が見られ

た(χ²(12, n=161)=38.97,p<.001)．残差分析の

結果，クラスター1 の学校は，特別支援教育に

熱心な担任が 80％以上(p<.001)の学校数が有意

に多く，特別支援教育に熱心な担任の割合が

20％未満(p<.001)の学校数が有意に少なかった．

クラスター3 の学校は特別支援教育に熱心な担

任の割合が 80％以上(p<.001)の学校数が有意に

少なく，特別支援教育に熱心な担任の割合が

20％未満(p<.001)の学校数が有意に多かった． 
最後に，偏差値との間に関連があるか検討するた

め，カイ2乗検定を行ったところ両者の間に有意な

関連が見られた(χ²(12, n=161)=28.70,p<.005)．残
差分析の結果，クラスター1 の学校は偏差値 40
未満(p<.005)の学校数が有意に多く，クラスター 

TTaabbllee  55  ククララススタターー分分析析結結果果  

クラスタ 所属数
因子1

校内支援
体制因子

因子2
教員協力
体制因子

因子3
保護者・

中学校連携因子

因子4
専門職支援者
連携因子

1 56 0.788 0.780 0.653 0.732

2 47 -0.327 -0.340 -0.250 0.428

3 46 -0.747 -0.761 -0.806 -0.919

4 12 0.468 0.607 1.021 -1.569

クラスターの特徴 （得点は標準化得点) 

-2

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

1 2 3 4

因子１
因子２
因子３
因子４

32

FFiigg..11  ククララススタターー分分析析結結果果  
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3の学校は偏差値70以上(p<.005)の学校数が有

意に多かった．なお，進学率との間に有意な関

連は見られなかった(χ²(6, n=161)=7.98,n.s)． 
 
● 
ⅣⅣ．．考考察察  

 
クラスター1(56 名)とクラスター4(12 名)は，＜

校内支援体制＞因子・＜教員協力体制＞因子・＜

保護者・中学校連携＞因子がすべてプラス値であ

り，校内支援が拡充されている学校群であるとい

える．残差分析の結果，クラスター1 とクラスタ

ー4 はともに偏差値 40 未満の学校に有意に多い

ことが分かった．これは，入学してくる生徒が中

学生の時点で何かしらの問題を抱え，不適応を起

こしていた可能性が高く，受け入れる学校として

も支援体制をつくっておかなければならないこ

とを示していると考える．クラスター1 について

は，＜専門職支援者連携＞因子もプラス値であり，

これは，SENCO の研修受講歴が有意に高いこと

や SENCO の業務に対する自己評価が高いこと

が関係していると考えられる．研修を受けた

SENCO が校内の連絡調整役を担うことで，SC
やSSWといった専門職支援者との連携を図るこ

とができていることが示唆され，研修の有用性を

示している．Ⅰでも触れたように東京都教育委員

会の実態調査では定時制課程の発達障害の在籍

率は 11.2％と著しく高かった．クラスター1 やク

ラスター4 の各因子がプラス値であることは，そ

の構成因子すべてが必要である現状を裏付けて

いると考えられる． 
クラスター2(47 名)は，＜校内支援体制＞因

子・＜教員協力体制＞因子・＜保護者・中学校

連携＞因子がマイナス値であるが，＜専門職支

援者連携＞因子はプラス値である学校群であ

る．残差分析の結果，偏差値 40～49 の教育困

難校や進路多様校と呼ばれる学校に多いこと

がわかった．校内の支援体制や教員の協力体制

が脆弱であるため，SENCO もしくは担任は，

SC や SSW といった専門職支援者と連携して

いる点が特徴的であり，多様な支援ニーズのあ

る生徒を担任する教員によって対応が大きく

異なる学校群であるといえる．筆者も偏差値 40
～49 の学校を 2 校経験してきたが，クラスタ

ー2 の特徴があてはまっていたと感じる．多様

な支援ニーズのある生徒への対応は担任の経

験則に任される傾向にあり，転退学に至ってし

まうか，周囲に支援を呼び掛けていくかは担任

次第というケースが少なくない．3 つの因子が

マイナス値であることが示す通り，校内支援体

制が整備されていない場合は，専門職支援者を

頼る選択肢に行き着くことになる． 
 クラスター3(46 名)は，＜校内支援体制＞因

子・＜教員協力体制＞因子・＜保護者・中学校

連携＞因子・＜専門職支援者連携＞因子すべて

がマイナス値であり，多様な支援ニーズのある

生徒への校内支援体制が不十分である学校群

であるといえる．残差分析の結果，偏差値 70
以上の学校群に多いことがわかった．このよう

な偏差値高群の学校は，高い内申点や皆勤に近

い出席日数がなければ，入試を合格することは

できない．このことからも高いハードルをクリ

アしてきた生徒であるという前提から，校内支

援体制，教員協力体制，保護者・中学校連携，

専門職支援者連携などのファクターは重要視

されずに，学習指導および 4 年制大学(国公立

大学や難関私立大学)への進路指導に重点が置

かれている傾向にある．しかしながら，坂爪

(2012)11)は，大学や大学院において発達に何ら

かの問題のある生徒や学生が増加傾向にある

とともに，大学における発達障害のある学生へ

の支援が喫緊の問題であることを指摘してい

る．大学院でさえ発達障害が問題化している現

状を鑑みれば，偏差値高群に位置する高校にお

いても支援ニーズのある生徒が一定数いるこ

とは間違いない．それぞれの学校群に学習面の

問題，生活面の問題，対人関係における問題，

進路指導における問題等の各々が抱える問題

があり，学校ごとに校内支援体制を整備してい

くことは急務であるといえよう． 
最後に，文科省(2019)10)や東京都教育委員会

(2020)16)が提言するキャリア教育について触れ

ておきたい．キャリア教育とは「学校の教育活

動を通じて，生徒の一人ひとりの発達段階に応

じキャリアを形成させていく取り組みであり，

社会的・職業的自立にむけて必要な基盤となる

能力や態度を育成すること」と定義されている．

本研究で示した 4 つのクラスターは，生徒の実

態や支援ニーズによって各因子がプラス値と

マイナス値をそれぞれ示し構成された．難関大

学の合格者数に固執することや就労先への適

応だけを迫る教育のみではなく，生徒の障害の

状態や特性および心身の発達の段階等に応じ

た適切な支援を，すべての学校群で行っていく

必要がある．現在の高等学校現場においては，

SENCOを中心とした校内委員会の整備充実や，

担任教師・教科担当教師による適切な支援を遂

行していくことが求められている． 
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